
80 溶　接　技　術

産業レポート

1　はじめに
溶接棒部会では，昭和46年度より過去９回にわたり，

溶接材料，シールドガス，溶接機，溶接ロボットに関す
るユーザーの使用実態および改善要望を調査し，溶接材
料や溶接技術の向上に役立ててきた。至近時は平成12年
度に実施しており，平成15年度にはフラックス入りワイ
ヤに限定して同様の調査を行った。
今回は，平成15年度の調査から６年が経過しており，

建築，造船，橋梁をはじめとする市場においては，構造
物の大型化，長寿命化，軽量化にともなう鋼板の高強度
化や高靭性化が進むとともに，溶接の高速化，高溶着
化，狭開先化や溶接ロボット，溶接機の機能向上などに
より高能率化，省人化が図られている。
このような環境の変化により，溶接材料や溶接技術に

対する市場の要求も大きく変わりつつあるため，その実
態を的確に把握して技術開発の指針とすべく，前回のア
ンケート項目と整合性を取りながら調査を実施した。
本報告は平成21年度から平成22年度にかけて行った調
査第４分科会の活動報告として，その成果を紹介する。

2　調査方法およびアンケート回収
結果

アンケートの項目・内容は前回調査（平成12年度）と
の比較ができるよう従来と同様の形式とした。対象業種
は前回と同じ６業種に分類した。ただし，生産品目の表
現を一部わかりやすく修正した。また，アンケートの質
問については，前回と比較し，使用量が増加しつつある
外国製溶接材料および溶接用ロボットに対する質問内容
を充実させるとともに，溶接電源には新たにデジタル電
源に関する質問を追加する等，溶接業界の現状を反映で
きるような質問内容とした。また，回答方式を可能な限
り選択式とし，回答者の負担を減らすことで回答率を上

げることも考慮して作成した。
アンケートは総発送数426件に対し，最終回収数が184
件，その内有効回答数は175件であった。回収率は
41.3％であり，前回（平成12年度）を上回る結果となっ
た。

3　アンケート調査結果

3.1　鋼材（非鉄を含む）の使用量と
動向

各業種における各鋼材使用状況については，以下のと
おりである。
1）業種別に見た鋼材使用量
全業種における鋼材使用量は，3,287t/月と前回調査
の2,314t/月に比べ約42％増加した。
もっとも鋼材使用量の多い業種は「A：船舶・海洋構
造物」で，次いで「B：建築・橋梁」，「E：産業機械・
電気機械」であった。前回と比べ，「C：車両・自動車」
の鋼材使用量が大きく減少しているが，これは回答いた
だいた会社（事業所）が前回と異なるためであろう。
2）鋼種別に見た使用量
軟鋼および高張力鋼の平成８年からの使用比率推移お
よびステンレス鋼並びにアルミニウムおよびその合金の
使用比率推移および使用量については，軟鋼の使用比率
は「B：建築・橋梁」で増加，「A：船舶・海洋構造物」，
「C：車両・自動車」，「D：ボイラ・貯塔槽」では減少し
ているが，全業種ではほぼ横ばいである。490N/mm2級
高張力鋼の使用比率は「A：船舶・海洋構造物」で特に
増加しており，全業種でも増加傾向である。
低温用鋼，耐候性鋼，アルミニウムおよびその合金，

クラッド鋼はやや増加傾向であり，耐熱鋼，ステンレス
鋼，表面処理鋼板は若干減少傾向である。
ステンレス鋼の使用比率は「C：車両・自動車」，「D：

業種別に見た各種溶接材料の
現状と将来に関する調査
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ボイラ・貯塔槽」が増加傾向を示している。とくに「C：
車両・自動車」が大幅に増加しているが，これは，鉄道
車両や自動車用マフラー等を製造している企業からの回
答が多かったためであると考えられる。これ以外の業種
では横ばい，もしくは減少傾向であり，全業種では若干
の減少傾向である。

3）鋼材（非鉄を含む）の３～５年後の予測
各種鋼材の使用動向予測については，今後３～５年後
では，ステンレス鋼およびアルミニウムおよびその合金
が若干増加，軟鋼および高張力鋼はほぼ横ばいになるも
のと思われる。

図１　溶接材料の溶接法別使用比率（全鋼種）

図２　溶接材料の溶接法別使用比率の推移
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3.2　溶接材料の使用量と動向
各種溶接材料の溶接法別月間使用量を業種ごとに表１

および図１（全鋼種）に示す。また，使用量の推移を図
２に示す。
１社（１事業所）当りの月間使用量（全鋼種）を業種

別に比較すると，「A：船舶・海洋構造物」が約88tと
もっとも多く，次いで「B：建築・橋梁」が約13t，「C：
車両・自動車」が約10tの順である。
溶接法別の使用比率を全業種の平均で比較すると，フ

ラックス入りワイヤがスラグ系とメタル系の合計で58％
と非常に高い。次にサブマージアーク溶接材料（フラッ
クス含む）が18％，ソリッドワイヤが16％，被覆アーク
溶接棒が５％の順である。これ以外の溶接材料について
は，いずれも１％以下となっている。
国内生産量（平成21年度日本溶接棒工業会データ）で

は，被覆アーク溶接棒の比率が13％，サブマージアーク
溶接材料の比率が13％，ソリッドワイヤの比率が38％，
フラックス入りワイヤの比率が38％となっており，今回
の調査データは被覆アーク溶接棒とソリッドワイヤの比
率が低く，サブマージアーク溶接材料とフラックス入り
ワイヤの比率が高くなっている。これは，今回のアン
ケート回答企業の中で「A：船舶・海洋構造物」の比率
が高いことが影響している。
前回の結果と比較すると，被覆アーク溶接棒とソリッ

ドワイヤは減少しているのに対し（それぞれ，９→５％，
37→16％），フラックス入りワイヤは大きく増加してい
る（36→58％）。サブマージアーク溶接材料に関しては，
前回調査に比べ溶融フラックスよりもボンドフラックス
の使用比率が高くなっており（溶融フラックス:ボンド
フラックス１：２→１：４），この傾向は前回調査と同
様である。ワイヤに対するフラックスの消費量は約
125％であり，前回と大きな変化はない。フラックス入
りワイヤに関しては，前回調査に比べスラグ系よりもメ
タル系の使用比率が高くなっている（スラグ系：メタル
系３：１→２：１）。業種別に比較すると，「A：船舶・
海洋構造物」ではスラグ系の比率が高く，「B：建築・
橋梁」，「E：産業機械・電気機械」ではメタル系の比率
が高い。
溶接法別の使用比率を業種毎に比較すると，「A：船

舶・海洋構造物」ではフラックス入りワイヤが約70％で
もっとも高い。「B：建築・橋梁」，「C：車両・自動車」，
「E：産業機械・電気機械」ではいずれもソリッドワイ
ヤの比率が高く，それぞれ44％，96％，74％である。
前回の調査結果と比較すると，「A：船舶・海洋構造

物」では，被覆アーク溶接棒の比率が減少し（15→
７％），フラックス入りワイヤの比率が増加している
（65→70％）。「B：建築・橋梁」では，サブマージアー
ク溶接材料とソリッドワイヤの比率が減少し（それぞ
れ，19→15％，48→44％），フラックス入りワイヤの比
率が増加している（22→38％）。「C：車両・自動車」で
は，ソリッドワイヤの比率がやや減少している
（99→96％）が，過去からの傾向をみると大きな変化は
ない。「D：ボイラ・貯塔槽」では，サブマージアーク
溶接材料の比率が減少し（47→21％），ソリッドワイヤ
とフラックス入りワイヤの比率が増加している（それぞ
れ，16→30％，25→40％）。「E：産業機械・電気機械」
では，ソリッドワイヤの比率が減少し（87→74％），サ
ブマージアーク溶接材料とフラックス入りワイヤの比率
が増加している（２→９％，９→16％）。
全業種でみると，ソリッドワイヤの比率は減少し

（37→16％），サブマージアーク溶接材料は微増
（16→18％）している。とくにフラックス入りワイヤの
比率は大きく増加している（36→60％）。これは，今回
回答いただいた業種の中で「A：船舶・海洋構造物」の
構成が主体となったことが影響している。

3.3　溶接材料の将来動向
業種別に見た３～５年後の溶接材料の使用動向予測お

よび溶接材料別に見た３～５年後の使用動向予測につい
ても調査を行った。
それによると，「A：船舶・海洋構造物」では，今後

溶接材料使用量はやや減少，「B：建築・橋梁」，「C：車
両・自動車」，「D：ボイラ・貯塔槽」では，ほぼ横ばい
か若干増加，「E：産業機械・電気機械」は増加と予測
しているが，全業種で見るとほぼ横ばいとの予測であ
る。
溶接材料別に見ると，被覆アーク溶接棒の減少傾向は
今後も継続すると予測されている。サブマージアーク溶
接材料も若干減少すると予測されているのに対し，ソ
リッドワイヤは増加すると予測されている。フラックス
入りワイヤについては，ほぼ横ばいであるとの予測であ
る。

3.4　溶接材料のサイズ別使用比率
溶接材料のサイズ別使用比率については，被覆アーク
溶接棒の棒径は，3.2mmと4.0mmとで全体の92％を占め
ている。サブマージアーク溶接ワイヤのワイヤ径は，
4.8mmが57％ともっとも多く，次いで4.0mmとなってい
る。ソリッドワイヤおよびフラックス入りワイヤのワイ
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ヤ径は1.2mmがそれぞれ全体の77％，82％と圧倒的に多
い。次いで1.4mmであり，それ以外の径の使用比率は非
常に低い。ティグ溶加棒の棒径は2.4mmがもっとも多
く，次いで2.0mmとなっている。ティグワイヤのワイヤ
径は，1.2mmが47％ともっとも多いが，1.6mmや2.4mm，
1.0mmもそれぞれ10～20％程度使用されている。

3.5　外国製溶接材料の使用状況
表２に外国製溶接材料の使用状況と３～５年後の使用

動向を示す。前回調査（平成12年）と比較して「A：船
舶・海洋構造物」と「D：ボイラ・貯塔槽」での使用量
が増加しており，とくにフラックス入りワイヤの使用量
が大きい。外国製溶接材料の種類別使用比率の推移につ
いては，「B：建築・橋梁」にてフラックス入りワイヤ
の使用比率が増加している以外はそれほど大きな変化は
ない。外国製溶接材料の使用理由については，ほとんど
が低価格であることが使用理由となっている。また，外
国製溶接材料使用時の問題点としてもっとも問題となっ
ているのはワイヤ送給性であることがあきらかになっ
た。

3.6　マグ・ミグ溶接用シールドガスの
種類と使用比率および使用理由

図３にマグ・ミグ溶接用シールドガスの種類と使用比
率を示す。「A：船舶・海洋構造物」と「B：建築・橋
梁」で100％ CO2の比率が非常に高い傾向は従来と大き
な変化はない。「C：車両・自動車」では，100％ CO2の
使用比率は減少傾向であり，Ar＋O2の使用比率が高まっ
ている。
マグ・ミグ溶接用シールドガスの種類と使用理由につ
いては，100％ CO2の使用理由としてもっとも多いのが
低価格であるのに対し，Ar＋CO2はスパッタやビード外
観，Ar＋O2はビード外観や機械的性質など品質を重視
している。
シールドガスの３～５年後の動向予測については，い
ずれの業種においてもシールドガスの種類別使用比率の
変化はほとんどない。

3.7　溶接材料に求められる品質
図４に溶接材料に求められる品質を示す。被覆アーク

業種 被覆アーク
溶接棒

サブマージアーク
溶接材料 ソリッドワイヤ フラックス入り

ワイヤ その他 計 裏当て材
（本/月）

A：船舶
海洋構造物

H21（kg/月）（n＝37） 8,925 4,200 14,800 210,901 3 238,829 24,500
外材比率（%） 4 1 17 9 0 7 7
3～5年後（kg/月） 8,000 4,000 22,000 227,300 3 261,303 13,800
H12（kg/月）（n＝34） 19,300 4,000 0 60,100 100 83,500 -

B：建築・橋梁

H21（kg/月）（n＝67） 0 4,000 16,300 4,300 0 24,600 0
外材比率（%） 0 3 4 1 0 3 0
3～5年後（kg/月） 0 2,000 10,600 6,700 0 19,300 0
H12（kg/月）（n＝87） 10 11 15,500 1,952 0 17,473 -

C：車両・自動車

H21（kg/月）（n＝8） 0 0 17,850 0 0 17,850 0
外材比率（%） 0 0 21 0 0 20 0
3～5年後（kg/月） 0 0 18,900 0 0 18,900 0
H12（kg/月）（n＝11） 0 0 17,800 0 0 17,800 -

D：ボイラ
貯塔槽

H21（kg/月）（n＝28） 0 0 810 30,000 30 30,840 0
外材比率（%） 0 0 2 45 0 16 0
3～5年後（kg/月） 0 0 210 20,000 0 20,210 0
H12（kg/月）（n＝24） 0 0 0 100 0 100 -

E：産業機械
電気機械

H21（kg/月）（n＝28） 40 0 97,870 245 0 98,155 0
外材比率（%） 3 0 71 1 0 45 0
3～5年後（kg/月） 2 0 27,963 245 0 28,210 0
H12（kg/月）（n＝28） 0 0 136,164 500 100 136,764 -

F：その他

H21（kg/月）（n＝7） 0 0 0 0 0 0 0
外材比率（%） 0 0 0 0 0 0 0
3～5年後（kg/月） 0 0 0 0 0 0 0
H12（kg/月）（n＝18） 106 0 53,130 0 5 53,241 -

全業種

H21（kg/月）（n＝175） 8,965 8,200 147,630 245,446 33 410,274 24,500
外材比率（%） 3 1 20 9 0 9 0
3～5年後（kg/月） 8,002 6,000 79,673 254,245 3 347,923 13,800
H12（kg/月）（n＝202） 19,416 4,012 267,981 62,652 204 354,265 -

表２　外国製溶接材料の使用状況と３〜５年後の使用動向
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溶接棒については，「再アーク性」がもっとも多く，次
いで「機械的性質」，「低スパッタ」の順であった。サブ
マージアーク溶接材料については，「機械的性質」が
もっとも多く，次いで「スラグ剥離性」，「ビード形状」
であった。ソリッドワイヤについては，「低スパッタ」
がもっとも多く，全体の３分の１以上を占めており，次
いで「機械的性質」，「耐気孔性」であった。フラックス
入りワイヤについては，「耐気孔性」が最も多く，次い

で「ビード形状」，「低スパッタ」の順であった。

3.8　溶接作業の自動化率
溶接作業の自動化率の現状を図５に示す。いずれの業
種においても手動溶接の比率が高いが，全業種平均で見
ると自動化率が増加している。「C：車両・自動車」に
ついては，従来から自動溶接の比率が高い傾向は変わら
ないが，「B：建築・橋梁」や「E：産業機械・電気機械」

図３　マグ・ミグ溶接用シールドガスの種類と使用比率

図４　溶接材料に求められる品質
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では自動化率が増加している。一方，「A：船舶・海洋
構造物」や「D：ボイラ・貯塔槽」では手動溶接がほと
んどを占めており，自動化はほとんど進んでいない。
図３.10.2に溶接作業の３～５年後の予測を示す。手動
溶接が大きく減少し，機械化溶接および自動溶接が進ん
でいくと予測されている。

3.9　溶接ロボットの導入状況および
動向

表３に溶接ロボット導入台数と３～５年後の予測を示
す。もっとも溶接ロボット導入台数の多い「C：車両・
自動車」にて大手企業からの回答がなかったことが影響
し，現状の台数が大きく減少しているが，全体として
は，増加傾向にある。
溶接ロボットとシールドガスおよび溶接材料の組合せ

については，溶接ロボットで使用される溶接材料とシー
ルドガスの組合せは，ソリッドワイヤと100％ CO2であ
り，次いでソリッドワイヤと混合ガス，フラックス入り
ワイヤと100％ CO2の組合せである。
溶接ロボットで使用される溶接材料に求められる品質
では，「低スパッタ」や「ワイヤ送給性」の比率が比較
的高めである。

3.10　溶接電源の使用比率と動向
図６に業種別に見た溶接電源の使用比率を示す。「A：

船舶・海洋構造物」，「B：建築・橋梁」では，サイリス
タ制御電源が主流であり，とくに「A：船舶・海洋構造
物」については，ほぼすべてがサイリスタ制御電源であ
る。
一方，「C：車両・自動車」，「D：ボイラ・貯塔槽」で
は，逆にインバータ制御電源およびデジタル制御電源の

使用比率が高く，サイリスタ制御電源の使用比率は低
い。「E：産業機械・電気機械」では，インバータ制御
電源とサイリスタ制御電源の使用比率がほぼ同等であ
る。全業種でサイリスタ制御電源の比率が非常に高く
なっているが，これは，「A：船舶・海洋構造物」の企
業からの回答の多いことが影響している。

n数 調査年度 総使用台数 1社当りの
使用台数

A：船舶・海洋構造物
14

3～5年後 197 5
H21（今回） 125 3

34 H12 132 4
58 H8 208 4

B：建築・橋梁
67

3～5年後 256 4
H21（今回） 223 3

87 H12 308 4
79 H8 273 3

C：車両・自動車
8

3～5年後 489 70
H21（今回） 429 61

8 H12 1,707 155
27 H8 3,729 138

D：ボイラ・貯塔槽
28

3～5年後 69 2
H21（今回） 60 2

24 H12 26 1
42 H8 115 3

E：産業機械・電気機械
28

3～5年後 303 11
H21 331 12

28 H12 374 13
27 H8 348 13

F：その他
7

3～5年後 10 1
H21 6 1

18 H12 115 6
18 H8 65 4

全業種
175

3～5年後 1,324 8
H21（今回） 1,174 7

202 H12 2,662 13
251 H8 4,738 19

表３　溶接ロボット導入台数と３〜５年後の予測

図５　溶接作業の自動化率
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今後増加すると予想される溶接電源の種類としては，
デジタル制御電源が増加すると予想されている。

3.11　 アーク溶接以外の接合方法の適
用状況および動向

図７にアーク溶接以外の接合方法の適用状況および今
後の動向予測を示す。現状は「C：車両・自動車」と
「D：ボイラ・貯塔槽」にてレーザ溶接やFSWが適用さ
れているが，それ以外の業種では，ほとんど適用されて
いない。しかしながら，今後はいずれの業種において
も，レーザ・アークハイブリッド溶接およびレーザ溶接
を中心にアーク溶接以外の接合方法の適用が増加すると
予想されている。とくに「A：船舶・海洋構造物」と
「B：建築・橋梁」での増加率が大きい。

4　おわりに
今回の市場動向調査では，これまでの調査内容と整合

性をとりつつも，現状の環境変化に対応した内容とし
た。これにより，溶接材料や溶接電源，シールドガスな

どの現状と今後の動向，要望事項について把握すること
ができた。以下に調査結果の要点をまとめる。
1）１社あたりに占める従業員数は減少する傾向であり，
一方で協力業者の比率が高まっている。ただし，「C：
車両・自動車」にて大きく従業員数が減っているの
は，大手からの回答が無かったためである。
2）鋼材に関しては，「A：船舶・海洋構造物」にて
490N/mm2級高張力鋼の使用比率が高まってきてい
る。３～５年後の予測では，軟鋼・高張力鋼はほぼ横
ばい，ステンレス鋼やアルミニウムおよびその合金の
使用量が増加となっている。
3）溶接材料に関しては，どの業種においても被覆アー
ク溶接棒の使用比率が減少し，フラックス入りワイヤ
の使用比率が増加する傾向である。今後もこの傾向は
続くと予想される。
外国製溶接材料の使用比率はワイヤ送給性が悪いと

いったデメリットもありながら，低価格であることから
適用が拡大する傾向である。
溶接材料に求められる品質としては，被覆アーク溶接

図６　溶接電源の使用比率

図７　アーク溶接以外の接合方法の適用状況および今後の動向予測
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棒には再アーク性や低スパッタなど溶接作業性に関する
ものが多い。ソリッドワイヤについては，鉄骨や自動車
等に適用されることが多いため，特に低スパッタの要求
が多い。一方，フラックス入りワイヤについては，プラ
イマ塗布鋼板への適用が多いため，耐気孔性に対する要
求がもっとも多い。
4）シールドガスの種類別の使用比率については，いず
れの業種においても現状と今後で大きな変化は無いと
の予測である。なお，使用理由としては，100％ CO2
は低価格，混合ガスは高品質と目的に応じてはっきり
と区別されている。

5）溶接作業としては，現状も手動溶接が主体ではある
ものの，省人化や低コスト化を目的とし，機械化溶接
や自動溶接の比率が少しずつ増加しており，今後もこ
の傾向は続くと予想される。また，溶接ロボットの導
入台数は，やや増加すると予想されている。

6）溶接電源については，「A：船舶・海洋構造物」や
「B：建築・橋梁」ではサイリスタ制御電源，「C：車
両・自動車」や「D：ボイラ・貯塔槽」ではインバー
タ制御電源の使用比率が高いが，いずれの業種におい
ても，今後デジタル電源が普及すると予想される。

7）これまでアーク溶接以外の接合方法としては，FSW
が主体であったが，いずれの業種においてもレーザ・
アークハイブリッド溶接やレーザ溶接などの適用を検
討しており，今後適用が拡大する可能性が高い。
今回の調査で集計された溶接材料の月間使用量は

4,675tであり，国内平均月間使用量18,170tの26％を占め
る数字となっていることから，現状と今後の動向を把握
するには十分であると考える。しかしながら，業種に
よっては回答が寄せられた企業・事業所が従来と変化し
ていることなどによる影響がでているため，さらに回答
率を上げて精度を高めていくことが今後の課題であると
考える。
最後に，この調査結果を溶接材料・電源・ガスメー
カー，利用者それぞれの立場で活用していただければ幸
いである。また，本アンケート調査にご協力頂いた各位
に対し，深く感謝の意を示す次第である。
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